
(東京都書式)

令和 7年度 事 業 報 告 書

特定非営 人 ハンガー・フリ―・・ワール ド

1 事業の成果
令和 7年度は、(1)開発途上国における地域開発事業について、バングラデシュおよびウガンダ支部に

おいて現在の活動地域における支援終了に向けた準備として、住民組織の主体的な活動の促進を目的と

した支援を継続して実施した。ベナン支部においては、支援終了に向けた準備活動を経て、年度末をも

って支援活動を完了した。また、2022年度より現事業地で活動を開始したブルキナファソ支部において

は、住民組織による 5カ年計画の策定を支援するとともに、当該 5カ年計画に基づく農業分野に特化し

た初年度活動計画の策定およびその実施を支援した。

(2)国内における知識普及並びに行動喚起を行う啓発事業については、日本の食を取り巻く仕組み (フ

ー ドシステム)の変革を通じて世界の食料問題の解決を目指し、他団体との連携拡大を継続するととも

に、若者の参加促進を図り、啓発活動への参加機会の拡大に取り組んだ。また、回収キャン
ペーンヘの

参加団体および個人の拡大を図った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 229,408千円 )

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

開発途上国に
おける地域開
発事業。

バングラデシュにおける
地域の女性グループ連合
会の組織強化支援。

通年

バングラ

デシュ人

民 共 和

国・カリ

ガ ン ジ

郡、ポダ

郡

10人

活動地の

女性グル

ープ連合

会の リー

ダーおよ

び女性グ

ループメ

ンパー

1,015
名

72,721
千円

ベナ
料安
動を
プの|

ンにおける地域
全保障と栄養改
推進する住民グ
組織強化支援。

の食
善活
ル

ー ー 通年

ベナン共

和国・ゼ

郡

10人

活動地の

母親グル

ープほか

住民グル

ープ

353名

ブルキ,ナファソ新事業
る参加型アクシ
ーチ (PAR)を採
、住民主導による
ティ開発の支援。

地
ヨ

.り

コ

にお
ンリ
入れ

|け

サ|
,た

ミ ユ ー

通年

ブルキナ

フアソ・

ガオンゴ

郡

7人

活動地で

組織化さ

れた農民

グループ

80名

ウガングにおける協同組
合の組織強化支援。 通年 ウガンダ 9人 活動地域



共和国・

ワキソ郡

の 4つの

協協同組

合および

組合員

日本
ける
並び

撃案 |

国内にお
知識普及
に行動喚
行う啓発

本
ス
よ
ム
世
革

フ ー ド
の
お

の
の

ハ

の
ヤ ン

年 1回・

12月 か

ら翌年 5

月末

主に東京

都内
8人

世界の飢

餓問題に

関心のあ

る都内を

は じめ日

本国内の

一般市民

80.000
名

156,687
千円



書式第 13号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和7年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
特定非営利活動法人 t\>ri- . 7 | ―・ ワール ド

B

人

役員報酬

給与手当

法定福利費

福利厚生費

2

単位 :円
小計・ 合計

273,707,371受取寄附金

1,792,000受取助成金等

488,556

1

3

4

5

692,000
7,251,000

正会員受取会費
賛助会員受取会費

開発途上国における地域開発事業

日本国内における知識普及並びに行動喚起を行 う啓発事業

その他この法人の目的を達成するために必要な事業

227,142

1,692,687
受取利息

雑収益

経 常 費

人

9,922,578
7,459,521

109,898

111,307

14

210,000
64,273,242
9,097,907
3,596,817

役員報酬

給与手当

法定福利費
福利厚生費

管理費

90,000
20,713,421

3,182,679
945,921

|

(2)その他経費
印刷製本費
通信運搬費
旅費交通費
地代家賃
水道光熱費
支払手数料

消耗品費
図書費
会議費
諸会費
報酬

租税公課
研修費
保守修繕費
広告宣伝費
支払寄付金

減価償却費
保険料
雑費
為替差損
雑増失

151,163,874
|

1           229,408,011
l

|



通信運搬費
旅費交通費
地代家賃
水道光熱費
支払手数料
消耗品費
図書費
諸会費
報酬

租税公課
研修費
保守修繕費
広告宣伝費
減価償却費
保険料

519,667
2,863,900
3,416,431

241,260
382,720
566,022
2,326
139,600

4,008,484
55,420

64,550
148,060

165,000

218,494
280,750
41 586

2

38,801.172
268,209,185

:期 経 常 増 減 額 A B 17.641.571
C

58,697

58.697
当 期 経 常 外 増 減 C D ・・・② △58.697
1前 当 期 正 味 卜

″ ①+②  ・・・( 17,582,874

124,490,043
)+(:越 正 味 財 』 覆 )― ( 142,072,917



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ハンガー・フリー・ワール ド

:円 )
金   額 小計・ 合計

産 の 部
動資産

現金預金

貯蔵品

前払金

前払費用

短期貸付金

未収金

122,535,286
20,438,198
603,011

644,156
125,570

0

144.346.2211資産合訂
~丁
丁丁①

ヨ定資産

(1)有形固定資産
建物

建物付属設備

車両運搬具
工具器具備品

土地

1,766,413

2

3

362,151

12,034,046

14,162,615

1,522,730
(2)投資その他の資産
差入保証金

F産合計  ・・・②

【A】 資 産 合 計 ①+② 160,031,

負 債 の 部
l負債

未払金

未払消費税等

預 り金

17,958,6`l負債合計
~■ ~・
・③

定負債

預破合計 ・・・④
17,958,649

B-1

合 計 ③+④

124 490. 043

17 582 874

B-2

当
142,072,911

160,031,566【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



特定非営利活動法人 ハンが一つリーつ―ルト

財務諸表の注記

1重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (20:0年 7月 20日 、20:7年 12月 12日 最終改正、NPO法人会計基準協議会 )によっています。

棚卸資産の評価方法及び評価基準

貯蔵品・・・・・・ 最終仕入原価法による原価法を実施しています。

固定責産の減価償却の方法
建物は定額法、他の固定資産は定率法による減価償却を実施しています。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式となつています。

2事業費の内訳
別紙参照

3使途等が制約された寄付等の内訳

使途等が制約された寄付金等の内訳(正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。当法人の期末時点で使途が制約されていない正味財産は,42,072.917円です。

4固定資産の増減内訳

5偶発債務

期首残高 期末残高 考
受取寄附金

開発途上国における地域開発事業 全般

ブルキナフアソにおける地域開発事業のための日本国内での経費
ブルキナフアソにおける地域開発事業

ウガンダにおける地域開発事業
ベナンにおける地域開発事業

「世界食料デー」月間運営

受取助成金等

公益財団法人 東京しごと財団

NPO法人 国際協力NGOセンター (JANiC)

4.153,032

544.OЮ0

250.695

400,000

33.150

4.000

1.375,000

417.000

4,153.032

544.000

250.695

400,000

33.150

4.000

1,375,000

417.000

7,1フ 6.877 7.176,877

科 目 取得 減 少

有形固定資産

建物

建物付属設備

車両運搬具

工具器具備品

土地

投資その他の資産

差入保証金

合 計

11.659.503

702.397

20,514.846

8,988.816

12.034.046

1.522,730

:

58.696

11.659.503

702.397

20.514.345

8,930,120

12.034.046

1,522.730

9.893.090

702.395

20.514,842

8.567.969

1,766.413

2

3

362.151

12.034.046

1.522.730

58697 55363641 15685345

・当法人は り、解層が不当であるとして損害賠償請求を受けております。
当法人といたしましては、同人の請求は根拠がないものと考えており、当法人の正当性を主張し、係争中です。
また、当法人が資金の不正流用により損害を被つたことに対する賠償請求を 求めて係争中です。

内  容

合  計



事業部門計
開発途上国における
地域開発事業

日本国内における
啓発事業科 目

I 経常支出の部
(1)人件費

210,000210,000役員報酬
64,273,24229,193,445 35,079,797給与手当
9,097,9075,085,933法定福利費 4,011,974

3,596,817261,619福利厚生費 3,335,198

1,066,173431,483 634,690退職給付
78,244,13941,272,039人件費計 36,972,100

(2)その他の経費
54,069,86053,609,667印刷製本費 460,193
20,655,8771,079,664 19,576,213通信運搬費
10,321,5829,813,231 508,351旅費交通費
9,800,7875,410,910地代家賃 4,389,877

869,392668,201 201,191水道光熱費
26,564,17026,391,181支払手数料 172,989

5,074,589253,581消耗品費 4,821,008

35,121610図書費 34,511

1,496,29015,400会議費 1,480,890

203,504諸会費 203,504

9,922,5781,675,3008,247,278

7,459,5217,327,700租税公 131,821

3,3003,300研修費
967,713967,713保守修繕費
269,783213,574広告宣伝費 56,209

2,279,9982,279,998支払寄付金
789,493118,270減価償却費 671,223

159,097159,097保険料
1091898109,738160雑費
111,307111,307

1414雑損失
151,163,874115,414,986その他経費計 35,748,888

229,408,013156,687,()25合計 72,720,988

酬

為替差損



事 業 報 告 用

ハンガー・フ
'

―・ワール ド

単位 :円
科 日 48, 燿拍 ′」ヽ   言十 合   計

】ゝ_重_二_2_土

20,4:38,198

394,167

122,141,119

20,438,198

603,011

644,156
644,156

125,570
125,570ウガンダ

短期貸付金

36,402,267
5,200,139
72,387,018
1,173,714
2,990,746
2,257,443
1,729,792

現金
手元現金ほか
支部4カ 国現金

ハガキ・切手

前払金
バングラデシュ

ウガンダ

前払費用
本部 2026年 1月 分家賃

ブルキナファソ預金
ウガンダ預金
バングラデシュ預金
ベナン預金

普通預金
三菱UFJ銀行
ゆうちょ銀行
三井住友銀行

貯蔵品

1,766,413
1,766,413

362,151

12,034,046
12,034,046

1,522,730

2

2

3

3

電気工事他

バングラデシュ

建物
バングラデシュ

13,415
348,736

山商榊賃貸借
ベナン差入保証金

1,123,730
399,000

車両運搬具
各支部

本部PC
支部PC。 発電機

土地

負債

【B-1】 負 債 の 部

未払金
12月 分給与 (立替金含む)
積水樹脂商事 12月 回収封筒制作費等
その他業者支払 12月 分
バングラデシュ

未払消費税等

預り金

1

9,551,511
3,439,859
5,451,778
179,215
480,659

5,839,200

本部職員11・ 12月 給与からの社会保険料等預り 1,390,160
2,567,938

書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 7年度 財産目録



ウガンダ
ベナン

ブルキナファソ

819,127
217,475
141,176



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は層所並
びにこれらの者についての前事業年度における颯酬の有無を屁載した名簿)

特定非営利活動法ム__」、ンガニ上2」_7・ ワ~ル ド

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )
以

各

□

□

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

〇
・監事 ツルミ カス゛オ 令和 7年 1月 1日

令和 7年 12月 31日

令和 7年 1月 1日

令和 7年 3月 31日鶴見 和雄

ｎ
∠ 監事

ttjl" <t)t 令和 7年 1月 1日

令和 7年 12月 31日

年 月

月

日

日年原田 麻里子

う
０

ノ
~ヽ

でノ
。監事 ニシオカ ハルナ

令和 7年 1月 1日

令和 7年 12月 31日

年

年

月

月

日

日西岡 はるな

4

ノ
~ヽ

でノ
。監事 ワタナベ ナミコ

令和 7年 1月 1日

令和 7年 12月 31日

年

年

月

月

日

日渡邊 奈美子

5

ノ
~ヽ

鯉ブ・監事
コハ ヤシ タケシ

令和 7年 1月 1日

令和 7年 12月 31日

年  月  日

年  月  日小林 毅

6

⌒

∪・監事 カ
コ
゛
シマ ヨウシ
゛ 令和 7年 1月 1日

令和 7年 12月 31日

年 月

月

日

日年籠島 康治

7 〇
・監事 クマサカ マサキ 令和 7年 3月 20日

令和 7年 12月 31日

年  月  日

年  月  日熊坂 真輝

8 o・
監事 カネカエ゙ ミサ 令和 7年 3月 20日

令和 7年 12月 31日

年  月  日

年 月 日鐘ヶ江 美沙

9

⌒理事υ
ミキコ 令和 7年 1月 1日

令和 7年 12月 31日

年  月  日

年  月  日三木 言葉

10

/~ヽ理事雙壁ヲ
ニイナヤ ヒロマサ 令和 7年 1月 1日

令和 7年 3月 20日

年 月

月

日

年 日新名谷 寛昌

/~ヽ
理事
∪

ヤスイ シノフ
゛ 令和 7年 3月 20日

令和 7年 12月 31日

年  月  日

年  月  日安井 忍



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人塾辺 LL=上2旦二上2=上上__

氏   名

1

吉田 千代子

2

金久保 修市

3

立山 誓―  

4

栗原 弘美

5

齊藤 恵―郎

6

宇田川 晴男

7

藤原 康雄

8

小林 博子

9

犬嶋 由香里  

10

金子 陽―朗




